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１．工法選定時の比較検討例 

プレキャスト製品または現場打ちの構造形式の標準的な工法選定フローは参考図 1.1
の通りである。 
 

    第 1 段階     第 2段階     第 3段階 

 
 

第 1 段階：現場条件等で明らかに有利となる工法を選定 

第 2 段階：分割なしで運搬可能な規格により工法を選定 

第 3 段階：内空寸法（幅 B×高さ H：B≦5.0ｍかつ H≦6.0m、5.0m＜B≦6.0m 

かつ 5.0m≦H≦6.0m）により工法を選定 

 
参考図 1.1 工法選定フロー 

 
 

（１）ボックスカルバートの比較検討例（第 2 段階） 
 

参考表 1.1 ボックスカルバートの比較検討例 

 現場打ち プレキャスト製品 

概略図 

 

 
 

 

 
 

検討結果 
・分割なしで運搬可能な規格 
・JIS 等の標準規格品が適用可能のためプレキャスト製品を選定 

 
  

B=4.0m

H=2.5m

B=4.0m

H=2.5m
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（２）ボックスカルバートの比較検討例（第 3 段階） 
 

参考表 1.2 ボックスカルバートの比較検討例 

 現場打ち プレキャスト製品 

概略図 

 

 
 

 

検討結果 
・分割して運搬が必要な規格 
・内空寸法（幅 5ｍ×高さ 6ｍ以下）のためプレキャスト製品を選定 

 
 
（３）L 型擁壁の比較検討例（第 2 段階） 

 
参考表 1.3  L 型擁壁の比較検討例 

 現場打ち プレキャスト製品 

概略図 

 

 
 

 
 

検討結果 
・分割なしで運搬可能な規格 
・JIS 等の標準規格品が適用可能のためプレキャスト製品を選定 

 
 
  

B=5.0m

H=3.0m

B=5.0m

H=3.0m
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（参考）比較検討時のコスト算定例 
 
１）初期コストの算定 

コスト算定時においては、ボックスカルバートに関連する工種の費用としてコンクリ

ート製品費、施工費、仮設費を初期コストとして計上する。 
また、詳細設計費等の比較計上が可能なものについては、必要に応じて計上すること

とする。 
なお、プレキャスト製品を採用することで、後の工程でより安価な工法の採用が可能

となり、事業全体で見たコストが有利となることがあるため、コスト比較は全体最適の

考え方で行うことが望ましい。 
 

 ・プレキャストと現場打ちの概算工事費の計上方法 
本体工事費のほか、以下の費用を計上する。 
計上費用の例：・本体工事費  

・仮設工（足場工、土留工、水替工、雪寒施設工 
（冬期施工が想定される場合の雪寒仮囲い等））に関する費用  

・交通管理工（交通誘導警備員等）に関する費用  
・残土処理工に関する費用  
・構造物の詳細設計に関する費用  
・共通仮設費、現場管理費、一般管理費 
 

※ 「予備設計段階等におけるコンクリート構造物の比較案作成にあたっての留意事項

（案）」（平成 29 年 4 月 21 日付け、国技建管第１号）参照 
 
 

・初期コスト費用：詳細設計費、本体工（間接工事費、一般管理費含む） 
 

参考表 1.4 初期コストの算定 

（ボックスカルバート B5.0m×H5.0m、延長 30m） 
 現場打ち プレキャスト製品 

概略図 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

詳細設計費※ 3.5 百万円 0.7 百万円 
本体工 34.5 百万円 56.0 百万円 
初期コスト費用 38.0 百万円 56.7 百万円 
初期コスト比 （プレキャスト/現場打ち）1.49 

※プレキャストの詳細設計費は割付一般図の作成として算定 
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２）ライフサイクルコストの算定 
  ライフサイクルコストに関連した効果（構造性、維持管理性）は、設計耐用期間、補

修サイクルおよび補修内容をもとに必要となる補修費用として計上する。 
 
・ライフサイクルコスト（LCC）の考え方 
 

（ア）設計耐用年数 
道路橋※１においては適切な維持管理を行うことにより、設計供用期間 100 年を標準

としている。 
本マニュアルにおいても、プレキャスト製品の適切な点検・維持補修を行うこととし、

設計供用期間を 100 年と設定する。 
 ※1：「道路橋示方書・同解説 Ⅰ共通編」（平成 29年 11 月 公益社団法人日本道路協会） 

  

（イ）補修サイクルの考え方 
・品質 
プレキャスト製品は、使用されるコンクリートの水セメント比が低く（参考表 1.5

参照）、成形や養生の環境も一般的によいとされ､製造・出荷時の検査等の検査体制も

十分なことから、安定した品質を確保できるとされている※２。 
また、プレキャスト製品では､高強度のコンクリートの使用によりコンクリートが

緻密になり、劣化要因等の物質移動抵抗性が高いことから､構造物の劣化要因が少な

くなると想定される。そのため点検頻度を低くする等､維持管理作業全体の効率化が

図られると考えられる※２。 
※2：「道路プレキャストコンクリート工指針」（平成 29年 10 月 

一般社団法人道路プレキャストコンクリート製品技術協会） 

 
参考表 1.5 構造物による水セメント比の目安 

構造区分 
(1)工場で製作される

ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽﾄｺﾝｸﾘｰﾄ構造

(2)(1)以外の 

ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽﾄｺﾝｸﾘｰﾄ構造
(3)鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ構造

水セメント比の目安※ 36% 43% 50% 

出典：「道路橋示方書・同解説 Ⅲコンクリート橋編」（平成 24 年 4 月 公益社団法人日本道路協会） 
表-解 5.2.1 想定している水セメント比の目安」より一部加筆 

 
・耐久性 
プレキャスト製品および現場打ちで使用されるコンクリートの圧縮強度と中性化

速度の関係の一例を参考図 1.2 に示す。また、これを参考に鉄筋位置までの中性化期

間を試算した結果、プレキャスト製品は現場打ちに比べて、鉄筋位置までの中性化期

間がおよそ 2 倍であった（参考表 1.6 参照）。なお、中性化速度は、強度、水セメン

ト比、養生等の影響を受けると考えられるが、本試算では、強度の違いのみに着目し

た。 
このように、プレキャスト製品は使用されるコンクリートが現場打ちに比べてコ

ンクリートの強度が高いことから緻密であるため、現場打ちに比べて補修サイクル

が長いと考えられる。 
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「土木技術資料 42-12(2000)コンクリート構造物の健全度に関する実態調査結果」 

（平成 12年 2月 一般財団法人土木研究センター）に一部加筆修正 

参考図 1.2 圧縮強度と中性化速度係数の関係 

 

参考表 1.6 圧縮強度と中性化期間の関係（試算例） 
 一軸圧縮強度

(N/mm2) 

中性化速度係数

α 

鉄筋のかぶり

d（mm） 

中性化までの期間

t (週) 

現場打ち 24 5.8 50 74 

ブレキャスト製品 45 2.0 25 156 

d = α x √t 

d=中性化深さ（mm）、α=中性化係数（促進試験）、t=週 

「土木技術資料 42-12(2000)コンクリート構造物の健全度に関する実態調査結果」 

（平成 12年 2月 一般財団法人土木研究センター）を参考に試算 

 
・補修サイクル 

補修サイクルについて、床版劣化のライフサイクルコスト※３に記載された部分

補修の時期は、RC 床版（現場打ち）の 25 年に対し、プレキャスト PC 床版（プ

レキャスト製品）は 50 年と 2 倍程度のプレキャスト製品の優位性が認められる

（参考表 1.7 参照）。プレキャスト製品はプレキャスト PC 床版と同様に水セメン

ト比が低く、高強度コンクリートを使用しているため、同程度の優位性を有するも

のとした。 
※3：「鋼橋のライフサイクルコスト」（平成 12年 12 月 一般社団法人日本橋梁協会） 

 
参考表 1.7 床版のライフサイクルコスト 

床版形式 初期建設後の寿命 
部分補修の時期 

（初期建設後） 

RC 床版 50 年 25 年 

プレキャスト PC床版 100 年 50 年 

現場打ち PC床版 100 年 50 年 

合成床版 100 年 50 年 

 
出典：「鋼橋のライフサイクルコスト」（平成 12年 2月 一般社団法人日本橋梁協会） 

 

本マニュアルでは、ライフサイクルコスト（LCC）の算出にあたっては、プレキ

ャスト製品と現場打ちの品質、耐久性および補修サイクルを考慮し、100 年間に必

要な補修回数として、現場打ちが 4 回とプレキャスト製品が 2 回を計上した。
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  （ウ）補修内容 
本マニュアルでは、コンクリート構造物の補修内容※４として、表面被覆について

は内空表面積の 100％、断面修復については内空表面積の 10％を計上した。 
※4：「ミニマムメンテナンス PC橋の開発に関する共同研究報告書(Ⅰ)」 

（平成 13年 3月 土木研究所 一般社団法人プレストレスト・コンクリート建設業協会） 

 
【耐用年数】 
   設計耐用年数   ：100 年間 
 
【補修回数】  
     現場打ち     ：4 回  
     プレキャスト製品 ：2 回 
 
【補修内容】 
    表面被覆     ：内空表面積の 100％を計上  
     断面修復     ：内空表面積の 10％を計上 

 
 
ボックスカルバート（B5.0m×H5.0m、延長 30m）のライフサイクルコストの算定例

を参考表 1.8 に示す。 
 

本マニュアルでは、このようにライフサイクルコストの算定を行ったが、算定方法に

ついては今後の研究開発や点検・補修データの活用が期待されるところであり、今後も

最新の知見を反映していく必要がある。  
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参考表 1.8 ライフサイクルコストの算定例 

（ボックスカルバート B5.0m×H5.0m、延長 30m） 
 現場打ち プレキャスト製品 

概略図 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

内空幅（B） 5.0m 5.0m 
内空高（H） 5.0m 5.0m 
延長 30m 30m 
設計耐用年数 100 年 100 年 
表面被覆表面積 450m2 450m2 
断面修復表面積 45m2 45m2 
足場面積 300 掛 m2 300 掛 m2 
表面被覆費用 5,850 千円 5,850 千円 
断面修復費用 1,890 千円 1,890 千円 
足場費用 1,553 千円 1,553 千円 
1 回当たりの 
LCC 費用 

9,500 千円 9,500 千円 

補修サイクル 4 回 2 回 
LCC 費用 38.0 百万円 19.0 百万円 

 
初期コスト費用 38.0 百万円 56.7 百万円 
初期コスト比 （プレキャスト/現場打ち）1.49 
LCC 費用 38.0 百万円 19.0 百万円 
合計 76.0 百万円 75.7 百万円 
コスト比 （プレキャスト/現場打ち）0.996 

 
※算定条件 
【補修回数】「鋼橋のライフサイクルコスト」の床版のライフサイクルを準用  

         現場打ち：4回  

        プレキャスト製品：2回  

【補修内容】「ミニマムメンテナンス PC橋の開発に関する共同研究報告書(Ⅰ)」を準用  

         表面被覆：内空表面積の 100％を計上  

          断面修復：内空表面積の 10％を計上  
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３）プレキャスト製品の積極活用による将来的なコスト低減の可能性について  

小型・中型構造物を対象にプレキャスト製品の規格を標準化し、積極活用することによ

る将来的なコスト低減の可能性について建設業団体へヒアリングを実施したところ、建

設業団体が見込む将来的なコスト低減の可能性は、製品費用は約７％、施工費用は約５％

であったことから、本マニュアルでは将来コストの低減の効果として計上した。 
 

参考表 1.9  プレキャスト製品の将来的なコスト低減の可能性 

 
 

  

関西コンクリート製品協会
下記項目により、製品費用の約７％の低減の可能性

・規格の標準化の普及による型枠ロス低減効果
・規格寸法の標準化の普及による生産性向上、人件費低減
・施工時期の平準化による生産性向上、人件費の低減
・プレキャスト製品の普及による生産量の増加
・各種認証制度活用による工場管理費用の低減
・DXの活用による工場管理業務の効率化

日本建設業連合会
下記項目により、施工費用の約５％の低減の可能性

・データ活用による出来形管理の改善
・品質管理負荷の軽減
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２．プレキャスト製品活用時の設計・施工・維持管理の留意点 

参考資料として、「プレキャスト製品活用時の設計・施工・維持管理の留意点」を附け

るので、必要に応じて活用いただきたい。 
 
2.1. 設計時の留意点 

プレキャスト製品の活用にあたっては、予備設計段階から以下の点に留意する。 
（１）プレキャスト製品の規格の標準化 

設計にあたっては、設計・施工時の生産性向上と製品価格の将来的なコスト低減を目

的とし、規格を標準化したプレキャスト製品の採用を検討すること。 
また、「土木工事に関するプレキャストコンクリート製品の設計条件明示要領（案）」

に標準寸法の記載がある場合は、これを参照すること。 
なお、これによりがたい場合は、メーカーによる標準規格品の採用を検討すること。 
 

（２）設計条件の明示 

設計にあたっては、「土木工事に関するプレキャストコンクリート製品の設計条件明

示要領（案）」（平成28年3月31日付け、国官技第378号）に基づき、要求性能、標準仕

様を明示すること。 

また、プレキャスト製品の条件明示は性能規定によるものとし、同要領（案）に示す

構造物に求められる要求性能を規定し明示すること。 
   なお、このほか地盤条件、土質条件や排水不良に起因するなど地質リスクが介在する

場合においても施工者に確実に引き継ぐこと。 
   地質リスクのマネジメントの手法は、「地質リスク低減のための調査・設計マニュア

ル（案）改定版」（令和3年3月 近畿地方整備局）に基づき実施すること。 
 
（参考）土木工事に関するプレキャストコンクリート製品の設計条件明示要領（案）（平成28年3月31日付け、国官技第

378号）抜粋 

名称：ボックスカルバート（RC・PC） 
１． 原則として、函渠一般図（平面図、側面図、断面図）及び割付図を作成すること。（割付図は、参考扱いと

する。） 
２． 原則として、以下の設計条件を明示すること。 

・種別 
・内空断面（内空幅、内空高さ） 
（内空幅、内空高さは、別表参照） 
（部材厚、配筋については、原則として条件明示しない。（記載する場合は参考扱いとする。） 

・現場条件（土被り、裏込め土の単位重量、上載荷重、支持地盤のN値、地下水位） 
※調査未実施等により、施工前に調査を実施する必要のある場合は、その旨を特記すること。 

・その他必要な特記事項（取付管用、マンホールとの接続用開口部、斜角用、防水措置等） 
※関連するその他構造物（ウイング等）については、別途明示すること。 

３． 要求性能は、この設計条件明示要領に示すものを標準とし、明示すること。また、必要に応じて変更・追

加すること。 
４． 設計条件明示要領に示す標準仕様を標準とするが、要求性能を満たす他の製品の仕様を妨げるものではな

い。 
  名称：L型擁壁 

１． 原則として、以下の設計条件を明示すること。 
・L型擁壁の高さ、底版の長さ。※底版の長さは、参考扱いとする。 
・現場条件（背面形状、裏込め土の単位重量と内部摩擦角、上載荷重、支持地盤のN値） 
※調査未実施等により、施工前に調査を実施する必要のある場合は、その旨を特記すること。 

２． 要求性能は、この設計条件明示要領に示すものを標準とし、明示すること。また、必要に応じて変更・追

加すること。 
３． 設計条件明示要領に示す標準仕様を標準とするが、要求性能を満たす他の製品の仕様を妨げるものではな

い。 
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（３）規格を標準化したプレキャスト製品を使用する場合の留意点 
 本マニュアルでは、土被り 3ｍ以下の標準的な現場条件を想定している。地盤条件が

著しく悪い場合や、大規模な仮設が伴う場合については個別の検討を行うものとする。 
 

１）ボックスカルバート 
① 内空寸法 

内空寸法は規格を標準化した寸法を採用することを基本とし、「土木工事に関するプ

レキャストコンクリート製品の設計条件明示要領（案）」（平成 28 年 3 月 31 日付け 国
官技第 378 号）に記載がある標準寸法を参照する。 

  ② 割り付け 
割り付けにあたっては、規格を標準化した有効長を使用することを基本とし、斜角部

や短尺部においてはボックスカルバートの余長や突出を許容する（参考図 2.1 参照）。

ただし、突出部においては、偏土圧や支持力の偏りに対する設計検討を必須とする。ま

た、適用にあたっては突出部の用地確保、供用後の交通安全対策についても措置を講じ

ること。 
 

 
参考図 2.1 ボックスカルバートの使用例 

２）L型擁壁 

① 擁壁高さ 
擁壁高さは規格を標準化した寸法を採用することを基本とし、「土木工事に関するプ

レキャストコンクリート製品の設計条件明示要領（案）」（平成 28 年 3 月 31 日付け 国
官技第 378 号）に記載がある標準寸法を参照する。 
② 割り付け 

割り付けにあたっては、規格を標準化した擁壁高さと製品長を使用することを基本

とし、傾斜地等においては根入れ深さによる調整もしくは天端や側面部における擁壁

の突出を許容する（参考図 2.2 参照）。 
ただし、根入れ深さの調整における基礎勾配は最大 5％までとする。 
また、適用にあたっては排水性（突出時の裏面）、隣接する構造物との取り合い、供

用後の安全性、維持管理性や景観等の検討を行うこと。 
 

 
参考図 2.2 L 型擁壁の使用例  
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（４）プレキャスト部材の接合部における留意点 
 

プレキャスト製品を使用するにあたっては、プレキャスト部材を接合して構築され

た構造物が所要の性能を発揮するとともに、対象構造物の一般的に用いられている設

計照査方法が適用可能となる前提条件を満たしていることを確認すること。 
また、接合部に関しては「接合部を有するプレキャスト・プレストレストコンクリ

ート構造の設計法研究委員会 報告書」（令和3年3月 公益社団法人日本コンクリー

ト工学会）や、接合部に機械式鉄筋継手を使用する場合、「プレキャストコンクリート

構造物に適用する機械式鉄筋継手工法ガイドライン」（平成31年1月 道路プレキャス

トコンクリート工技術委員会 ガイドライン検討小委員会）を参照すること。 
 
※「プレキャストコンクリート構造物に適用する機械式鉄筋継手工法ガイドライン」

（平成31年1月 道路プレキャストコンクリート工技術委員会 ガイドライン

検討小委員会）は、機械式鉄筋継手工法が適切に使用され、構造物の耐久性確保

とともに建設工事における生産性向上に資することを目的として、設計、施工お

よび検査に関する技術的な留意事項をとりまとめたものである。 
機械式鉄筋継手の技術指針としては、土木学会より鉄筋継手指針が1982年に

発刊され、その後技術の進歩に応じ、2020年には鉄筋定着・継手指針としてとり

まとめられるとともに、日本鉄筋継手協会から鉄筋継手工事標準仕様書機械式

継手工事（2017 年）が示されているため、参考とされたい。 
 

 

 
 

 
 

 出典：「プレキャストコンクリート構造物に適用する機械式鉄筋継手工法ガイドライン」 
（平成 31 年 1 月 道路プレキャストコンクリート工技術委員会 ガイドライン検討小委員会） 

 
参考図2.3  接合部の位置と構造イメージ  
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また、プレキャスト部材の縦断方向の接合におけるPC鋼材や高力ボルトによる接合

方法については、「プレキャストボックスカルバート設計・施工マニュアル」（平成30年
4月 全国ボックスカルバート協会）を参照すること。 

 

 
（a）PC鋼材による連結 

 

 
（b）高力ボルトによる連結 

出典：プレキャストボックスカルバート設計・施工マニュアル 

（平成30年4月 全国ボックスカルバート協会） 

 

参考図2.4 縦断方向接合部の位置と構造イメージ 

 

（５）プレキャスト工法の活用事例集の活用 

  「国土交通省土木工事におけるプレキャスト工法の活用事例集」（令和2年3月 国土

交通省 一般社団法人日本建設業連合会）において、プレキャスト工法の活用効果、コ

スト比較、プレキャスト製品の採用理由等について、全国での事例がとりまとめられて

いるので参考とされたい。 
 
 （参考：関連項目） 

２．プレキャスト工法の活用に向けた取組み 

2.3 土木構造物設計ガイドラインの改定 

2.4 土木工事に関するプレキャストコンクリート製品の設計条件明示要領（案） 

2.5 予備設計段階等におけるコンクリート構造物の比較案作成にあたっての留意事項（案） 

2.6 様々な段階でプレキャストの活用を検討する選定フロー（案） 

３．プレキャスト工法の活用事例一覧 

3.1 ボックスカルバート 

3.2 擁壁 
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2.2. 施工時の留意点 

プレキャスト製品の施工を行う場合は以下の点に留意する。 
 

（１）設計条件と現場条件の照査における留意事項例 

 

１）設計図書に明示の設計条件ならびに設計成果品に記載の現場条件の確認 

   ・荷重条件（暫定形や土砂仮置き等も考慮した土圧、工事車両や重機からの荷重 

埋め戻し順序等の施工手順、埋め戻し土の土質、占用物や添架物の荷重等） 

・計画高、現地盤高（時間経過による地形の改変に起因する壁高や土圧の影響） 

   ・製品の納期（製作期間、運搬日数） 

   ・期待される工期短縮等の効果 

    

２）運搬経路の調査（輸送の可否判断） 

・事前の輸送ルート調査の徹底 

・工場から施工現場まで特殊車両等運搬車両の通行が可能な現道および工事用道路の有

無を確認（重量制限、道路線形、幅員、勾配等の確認） 

・工場から施工現場周辺の情報確認（プレキャスト製品の搬入場所、クレーン配置計画、

運搬車両の待機場所の有無など） 

・関係機関や地元関係者との協議（交通条件、安全条件、環境（騒音・振動）条件等） 

 

３）運搬計画 

・道路法、道路交通法等、関係法令などの遵守事項ならびに届け出事項の確認 

・輸送物に関する情報確認（早めの情報収集、変更確認など）  

・車両上での輸送物の固定方法や養生方法  
・製作や現場工程を考慮した特殊車両通行許可申請手続き 

 

 
 

近畿地方整備局 HP：https://www.kkr.mlit.go.jp/road/shinsei/04.html 
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（２）継手部の品質確保 

 

接合部に機械式鉄筋継手を使用する場合は、「プレキャストコンクリート構造物に適

用する機械式鉄筋継手工法ガイドライン」（平成31年1月 道路プレキャストコンクリ

ート工技術委員会 ガイドライン検討小委員会）を参照すること。 
継手部施工時の品質確保にあたっては、使用する機械式鉄筋継手の性能や特徴を十

分熟知して施工および検査を行うこと。また継ぎ手部の止水材には、水密性を確保で

き耐久性のあるものとすること（同ガイドラインより引用）。 
 

【プレキャスト部材同士の接合の施工手順の例】 
プレキャスト部材同士の接合の施工手順の例について同ガイドライン３-１施工の

解説より引用する。 
 一般的に用いられるモルタル充てん継手においては、プレキャスト部材の据付け

前、グラウト充てん時およびグラウト充てん後の各施工段階において確認項目があ

るため、これらを確実に確認し施工すること（参考図2.5参照）。 
なお、各施工段階での確認および記録事項の例を参考表2.1に示す。 
また、このほか継手部の施工にあっては、同ガイドラインを参照すること。 

 

 
a）プレキャスト部材の据付け前 

 
b）グラウト充てん時 

 
c）グラウト充てん後 

  
出典：「プレキャストコンクリート構造物に適用する機械式鉄筋継手工法ガイドライン」 

（平成 31 年 1 月 道路プレキャストコンクリート工技術委員会 ガイドライン検討小委員会） 
 

参考図2.5 プレキャスト部材同士の接合の施工手順の例 
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参考表2.1 各施工段階での検査事項の例 

 

 
出典：「プレキャストコンクリート構造物に適用する機械式鉄筋継手工法ガイドライン」 

（平成 31 年 1 月 道路プレキャストコンクリート工技術委員会 ガイドライン検討小委員会） 
 
 

  

項目 頻度 判定基準

鉄筋継手部の鉄筋の表面及び
端部の状態

鉄筋継手全数

不具合がないこと（鉄筋端部に切断バリ、切断ノ
ロなどがないこと、モルタルなどが付着していな
いこと、鉄筋の端曲がりが
ないこと等）

スリーブ内の状態 鉄筋継手全数 異物がなく清浄であること
注入孔、排出孔の状態 鉄筋継手全数 詰まりがなく清浄であること
スリーブの位置 鉄筋継手全数 設計図書に記載された位置であること
鉄筋の挿入長さ 鉄筋継手全数 規定の長さの範囲であること

項目 頻度 判定基準
使用材料の確認 全数 規定されたものであること
硬化前のグラウトの性状
（単位水量、練混ぜ時間、
練上がり温度、フロー値等）

施工ロット毎 既定の範囲であること

使用機器 全数 規定されたものであること

項目 頻度 判定基準
グラウトの排出状況 鉄筋継手全数 排出孔からグラウトが流出していること
グラウトの養生 鉄筋継手全数 環境条件に応じて適切に養生されていること
グラウトの圧縮強度 施工ロット毎 規定の数値以上であること

プレキャスト部材の据付け前の検査事項

グラウト充てん時の検査事項

グラウト充てん後の検査事項
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（３）地盤条件、土質条件、排水条件の現地確認と設計照査 

 

   施工にあたり、設計条件の明示事項のほか、供用後の不具合の要因となる地盤条件や

埋め戻し土の土質条件、湧水や流入水等の排水状況を確認すること。 

   また、地盤条件、土質条件や湧水などのいわゆる地質リスクに留意し、これが確認さ

れたときは確実に維持管理者まで引き継ぐこと。 

   地質リスクのマネジメントの手法は、「地質リスク低減のための調査・設計マニュア

ル（案）改定版」（令和 3年 3 月 近畿地方整備局）に基づき実施すること。 

 

【現地施工にあたっての留意事項】 

    基礎地盤の支持力、軟弱地盤での改良の必要性 

    埋め戻し土や周辺地山の性質、構造物部と一般部の段差対策 

    地層の性状や傾斜、施工手順（ステップ） 

    地盤変位量、低土被り時の施工方法 

    地下水、湧水、伏流水の有無、量、方向 

 

    
ボックスカルバートの不同沈下        擁壁の傾倒 

出典：「道路防災ドクター・アーカイブズ」（近畿地方整備局） 
参考図 2.6 不具合事例 

 

（４）運搬・据付時の安全管理 

   建設現場における事故の類型では、「クレーン等で運搬中（吊り荷等）」のもの、「用

具、荷、取り付け前の部材等」に起因するものが６割を占めていることから、プレキャ

スト製品の運搬・据付にあたっては、製品の落下や衝突、転倒に留意すること。 

 

 
出典：「令和 3 年度 労働安全説明会」（令和 3 年 1 月 近畿地方整備局 企画部 技術調査課） 

 
参考図 2.7 事故種類別の事故発生割合  
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2.3. 維持管理時の留意点 

 
プレキャスト製品の維持管理にあたっては、以下の点に留意すること。 
 

（１）基準・要領類 
施設管理者が定める巡視要領のほか、擁壁、カルバートの定期点検は以下の要領に基

づき実施する。 
・道路土工構造物点検要領（平成 30 年 6 月 国土交通省 道路局） 
・シェッド、大型カルバート等定期点検要領（平成 31 年 3 月国土交通省 道路局） 
・橋梁定期点検要領（平成 31 年 3 月 国土交通省 道路局） 
・特定の条件を満足する溝橋の定期点検に関する参考資料 

（平成 31 年 2 月 国土交通省 道路局 国道・技術課） 
 

（２）プレキャスト製品点検時の留意点 
プレキャスト製品の点検にあたっては、「プレキャストコンクリート構造物に適用す

る機械式鉄筋継手工法ガイドライン」（平成31年1月 道路プレキャストコンクリート

工技術委員会 ガイドライン検討小委員会）を参考に、その特性から継目部、継ぎ手

部に留意し確認する。 
 

１）点検前の確認 
プレキャスト製品と現場打ちでは、コンクリートの強度や縦方向の継目部、断面方向

の継ぎ手部の構造や使用材料が異なることから、点検前には対象構造物の工法を把握

し、適切に点検する。 
 

２）継目部のずれと土砂の吸出し、背面地盤への影響など 
プレキャスト製品の点検においては、延長方向の継目部の異常に留意する。 
また、延長方向の継目部の異常による土砂の流出・吸い出しが認められる場合は、背

面地盤や上面道路面の影響を確認する（参考図 2.8 参照）。 
 

 

参考図 2.8 延長方向の継目部例 
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３）継ぎ手部の健全性、剥離、鉄筋露出等など 
大型のプレキャスト製品など断面方向に分割した製品の点検においては、継ぎ手部

本体の異常に留意する（参考図 2.9 参照）。 
 

 

参考図 2.9 断面方向の継ぎ手部例 
 
  

４）機械式継ぎ手部点検の留意点 
機械式継ぎ手部の点検は、一般部より鉄筋のかぶりが少なく、現地施工となるこ

とから構造、維持管理的な観点により確認する。 
また、機械式継ぎ手部分は漏水や、コンクリートの剥離、これにともなう鉄筋露

出に留意する（参考図 2.10 参照）。 
 

 
 

出典：「プレキャストコンクリート構造物に適用する機械式鉄筋継手工法ガイドライン」 
（平成 31 年 1 月 道路プレキャストコンクリート工技術委員会 ガイドライン検討小委員会） 

 
参考図 2.10 機械継ぎ手部の例 

 
 

５）プレキャスト部材と現場打ちの接合部 
プレキャスト製品と現場打ちの接合部の点検は、部材形状、厚みおよび重量の違

い等による沈下差、漏水やこれに起因する腐食などに留意し、維持管理的な観点に

より確認する。  
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３．プレキャスト製品の活用事例と不具合事例 

 
参考資料として、「プレキャスト製品の活用事例と不具合事例」を附けるので、必要に応

じて活用していただきたい。 
ここでは、参考までに活用事例では活用効果と注意点、不具合事例では不具合の発生状況

と注意点をとりまとめている。 
 

参考表 3.1 活用事例 

NO 工種 

本マニュアルを適用した場合に 
想定される選定段階 

第１段階 
（現場条件等により 
工法が選定される） 

第２段階 
（分割なし） 

第３段階 
（分割あり） 
（内空寸法） 

１ 
ボックス 
カルバート 

〇 
（交通制約）   

２ 
ボックス 
カルバート 

〇 
（工期制約）   

３ L 型擁壁 〇 
（災害復旧）   

４ 
ボックス 
カルバート 

〇 
（交通制約） 〇  

５ 
ボックス 
カルバート 

〇 
（自然環境） 〇  

６ 
ボックス 
カルバート 

〇 
（交通制約） 〇  

７ 
ボックス 
カルバート 

〇 
（工期制約） 〇  

８ L 型擁壁 〇 
（地元協議） 〇  

９ 
ボックス 
カルバート 

〇 
（交通制約）  〇 

 
 

参考表 3.2 不具合事例 

NO 工種 
不具合理由 

荷重 地盤 施工 排水 維持管理 

A 
ボックス 
カルバート 

〇 〇    

B 
ボックス 
カルバート 

 〇 〇   

C L 型擁壁    〇 〇 
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事例番号 １ 

工種区分 道路改良工事 

構造物 ボックスカルバート 

工法 プレキャスト製品（大型） 

採用方法 当初設計 

 

発注者 近畿地方整備局 
竣工年度 未定 
工事場所 滋賀県 
構造規模 延長：L=35.0m、内空断面：B=7.0m×H=6.2m 
現場条件 早期機能回復が必要な箇所（交通制約） 
概略図等 

 

 

活用効果 

注意点 

本線およびランプと交差した交通量の多い市道であるため、当該

箇所は、早期機能復旧の観点からプレキャストボックスカルバート

を採用したものである。 
また、プレキャスト製品の採用は、現場打ちに対して高所での作

業が少なくなったことにより、公衆災害（墜落・転落）における安

全性の向上が期待できる。 
プレキャスト製品の効果を期待通りに発現するためには、工程通

りの施工を確実に行うための設計、協議、製品発注、施工計画等の

準備を入念に行っておく必要がある。 
本マニュアル（案）

での工法選定 

第１段階「現場条件による制約（交通制約）」による選定 
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事例番号 ２ 

工種区分 道路改良工事 

構造物 ボックスカルバート 

工法 プレキャスト製品（大型） 

採用方法 設計変更 

 
発注者 近畿地方整備局 
竣工年度 平成 26 年度 
工事場所 京都府 
構造規模 延長：L=62.5m、内空断面積：A=46.8m2 
現場条件 他工種等により遅延要素が懸念される現場 

曲線施工のため品質管理がより重要となる現場 
概略図等  

 
 

 

活用効果 

注意点 

プレキャストボックスカルバートの採用は、事業工程の全体最適

の考え方において養生期間が不要のため、後工程への引き渡し（工

事用道路の再構築）をスムーズに行える（3 個所×30日養生＝90 日
程の短縮）。 

また、当該工事は縦横断勾配および曲線形での施工であったが、

作業員の技量に関係なく、品質が確保された。 
縦横断勾配および曲線形での据付の場合は、三次元的管理が必要

なため、設計段階からのCIM活用や、ICT施工の実施を検討すると

よい。 
本マニュアル（案）

での工法選定 

第１段階「現場条件による制約（工期制約）」による選定 
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事例番号 ３ 

工種区分 災害復旧工事 

構造物 L 型擁壁 

工法 プレキャスト製品 

採用方法 当初設計 

 

発注者 九州地方整備局 
竣工年度 令和元年度 
工事場所 熊本県 
構造規模 壁高：H=5.8～6.0m 
現場条件 被災箇所の早期復旧が必要な現場 
概略図等 

 

活用効果 

注意点 

当該箇所は、災害復旧工事において早期復旧が必要であったため、

プレキャスト L 型擁壁を採用し、工期を約 3 か月短縮している。ま

た、プレキャスト製品の採用は、現場における鉄筋・型枠・コンク

リート打設作業を削減することで省人化・省力化を図るとともに、

品質・出来形管理業務の削減や安定した工程管理による働き方改革

を実現している。 
プレキャスト製品の効果を期待通りに発現するためには、工程通

りの施工を確実に行うための設計、協議、製品発注、施工計画等の

準備を入念に行っておく必要がある。 
本マニュアル（案）

での工法選定 

第１段階「現場条件による制約（災害復旧）」による選定 
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事例番号 ４ 

工種区分 道路改良工事 

構造物 ボックスカルバート 

工法 プレキャスト製品（小型） 

採用方法 当初設計 

 

発注者 近畿地方整備局 
竣工年度 未定 
工事場所 滋賀県 
構造規模 延長：L=117.1m、内空断面：B=1.2m×H=1.0m 
現場条件 早期機能回復が必要な箇所（交通影響） 
概略図等 

 
 

 

活用効果 

注意点 

当該工事は道路改良工事であるが、工事箇所が渋滞多発地点であ

るうえ、本線と並行した水路のボックスカルバートを施工する工事

であるため早期の完成が必要となっている。そのため、当該箇所で

は、本線の切り回し期間や早期機能復旧の観点からプレキャストボ

ックスカルバートを採用したものである。 
プレキャスト製品の効果を期待通りに発現するためには、工程通

りの施工を確実に行うための設計、協議、製品発注、施工計画等の

準備を入念に行っておく必要がある。 
本マニュアル（案）

での工法選定 

第１段階「現場条件による制約（交通制約）」による選定 
第２段階「分割することなく運搬可能な規格」による選定 

＊標準規格品
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事例番号 ５ 

工種区分 園路工事 

構造物 ボックスカルバート 

工法 プレキャスト製品（中型） 

採用方法 当初設計 

 

発注者 近畿地方整備局 
竣工年度 平成 29 年度 
工事場所 兵庫県 
構造規模 延長：L=6.0m、内空断面：B=3.8m×H=2.1m 
現場条件 自然環境保全が求められる河川、緑地 
概略図等 

 
 

 

活用効果 

注意点 

プレキャストボックスカルバートの採用は、工期短縮や施工中の

土砂流出、アルカリ成分による水質への影響期間短縮など、河川や

緑地における動植物の自然環境保全が期待できる。 
プレキャスト製品を採用するにあたって、自然環境を考慮するに

は、全体工期、全体コスト、自然環境への影響等を全体最適の観点

から評価する必要がある。 
本マニュアル（案）

での工法選定 

第１段階「現場条件による制約（自然環境）」による選定 
第２段階「分割することなく運搬可能な規格」で選定可能 

＊標準規格品の場合
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事例番号 ６ 

工種区分 道路改良工事に伴う河川工事 

構造物 ボックスカルバート 

工法 プレキャスト製品（中型） 

採用方法 当初設計 

 

発注者 近畿地方整備局 
竣工年度 未定 
工事場所 滋賀県 
構造規模 延長：L=26.4m、L=25.0m、内空断面：B=3.5m×H=1.4m 
現場条件 早期機能回復が必要な箇所（交通影響） 
概略図等 

 

 
活用効果 

注意点 

当該工事は道路改良工事であるが、工事箇所が渋滞多発地点であ

るうえ、本線と交差した河川のボックスカルバートを施工する工事

であるため早期の完成が必要となっている。そのため、当該箇所で

は、本線の切り回し期間や早期機能復旧の観点からプレキャストボ

ックスカルバートを採用したものである。 
プレキャスト製品の効果を期待通りに発現するためには、工程通

りの施工を確実に行うための設計、協議、製品発注、施工計画等の

準備を入念に行っておく必要がある。 
本マニュアル（案）

での工法選定 

第１段階「現場条件による制約（交通制約）」による選定 
第２段階「分割することなく運搬可能な規格」で選定可能 

＊標準規格品の場合
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事例番号 ７ 

工種区分 道路改良工事 

構造物 ボックスカルバート 

工法 プレキャスト製品（中型） 

採用方法 施工承諾 

 

発注者 近畿地方整備局 
竣工年度 平成 26 年度 
工事場所 和歌山県 
構造規模 延長：L=23.5m、内空断面積：A=4.65m2 
現場条件 工事用車両の通行のために一部を先行して完成する必要がある水路

農閉期での施工が必要な水路 
概略図等 

 

 
 
 

 
 

活用効果 

注意点 

 当該水路は、工事用車両の通行のために一部を先行して完成する

必要があり、農閉期での施工が求められている。そのため、当該箇

所では、早期機能復旧の観点からプレキャストボックスカルバート

を採用したものである。 
プレキャスト製品による施工は、鉄筋・型枠、足場の作業が不要

となり、現場作業が省力化される。プレキャスト製品の活用による

現場作業の省力化は、工程の安定化に有効である。ボックスカルバ

ート上に工事用車両を一時的に通行させる場合は、プレキャストボ

ックスカルバートの設置状況を確認し、損傷リスクを回避しておく

必要がある。 
本マニュアル（案）

での工法選定 

第１段階「現場条件による制約（工期制約）」による選定 
第２段階「分割することなく運搬可能な規格」で選定可能 

＊標準規格品の場合
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事例番号 ８ 

工種区分 道路改良工事 

構造物 L 型擁壁 

工法 プレキャスト製品 

採用方法 当初設計 

 

発注者 近畿地方整備局 
竣工年度 令和 3 年度 
工事場所 滋賀県 
構造規模 延長：L=92.0m、壁高：H=1.75～2.75m 
現場条件 沿道に商業施設や住居が連担 
概略図等 

 

 
 
 

 

活用効果 

注意点 

当該箇所は、施工中、沿道商業施設への乗り入れが必要なため、

早期機能復旧の観点からプレキャストL型擁壁を採用したものであ

る。 
プレキャスト L 型擁壁の採用は、沿道施設の乗り入れ位置や敷地

の高さが変わると割り付けに影響するため、沿道関係者との協議の

熟度や製品発注時期に注意が必要である。 
本マニュアル（案）

での工法選定 

第１段階「現場条件による制約（地元協議）」による選定 
第２段階「分割することなく運搬可能な規格」で選定可能 

＊標準規格品の場合

27



 
事例番号 ９ 

工種区分 道路改良工事 

構造物 ボックスカルバート 

工法 プレキャスト製品（中型） 

採用方法 当初設計 

 
発注者 近畿地方整備局 
竣工年度 未定 
工事場所 滋賀県 
構造規模 延長：L=31.8m、内空断面：B=3.0m×H=3.0m  
現場条件 早期機能回復が必要な箇所（交通制約） 
概略図等 

 

 

 

活用効果 

注意点 

本線およびランプと交差した交通量の多い市道の歩道部であるた

め、当該箇所は、早期機能復旧の観点からプレキャストボックスカ

ルバートを採用したものである。 
プレキャスト製品の効果を期待通りに発現するためには、工程通

りの施工を確実に行うための設計、協議、製品発注、施工計画等の

準備を入念に行っておく必要がある。 
本マニュアル（案）

での工法選定 

第１段階「現場条件による制約（交通制約）」による選定 
第３段階「内空寸法 B≦5.0m かつ H≦6.0m」による選定 

＊分割して運搬が必要な規格
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事例番号 Ａ 

工種区分 道路改良工事 

構造物 ボックスカルバート 

工法 プレキャスト製品（中型） 

採用方法 設計変更 

 

発注者 近畿地方整備局 
対策検討年度 平成 27 年度 
工事場所 和歌山県 
構造規模 内空断面：B=1.9m×H=2.2m 
現場条件 本線盛土法尻付近において並行する水路 
概略図等 

 
 

 
縦断方向のクラック発生         沈下による段差発生 

 

注意点 当該箇所は、本線盛土法尻付近において並行する水路をプレキャスト

ボックスカルバートで機能復旧したものである。当初は、法尻に逆Ｔ式擁

壁を設ける設計であったが、施工性を考慮して本線側に補強土壁を設置

することとした。 
当該箇所は、補強土壁の施工後、ボックスカルバートの補強土壁側の壁

面において、縦断方向にクラックが生じた。また、別の箇所では、地盤改

良済みの範囲と未改良範囲の境界付近における沈下による段差が生じ

た。 
ボックスカルバートや擁壁がやむを得ず近接する場合は、特に構造物

相互の荷重影響を考慮した設計や施工を行う必要があったと推察され

る。このような場合は必要に応じて、事前に追加の調査、検討、対策を行

う必要がある。 
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事例番号 Ｂ 

工種区分 道路改良工事 

構造物 ボックスカルバート 

工法 プレキャスト製品（中型） 

採用方法 当初設計 

 

発注者 近畿地方整備局 
対策検討年度 平成 28 年度 
工事場所 和歌山県 
構造規模 延長：L=66.9m、内空断面：B=2.0m×H=3.0m 
現場条件 本線盛土を横断する道路および水路 
概略図等 

 
 
 
 

注意点 当該箇所は、本線盛土を横断する道路および水路をプレキャストボッ

クスカルバートで機能復旧したものであったが、施工後にボックスカル

バートに底版沈下やうき等の変状が生じた。 
これは、設計時に想定した施工手順、施工時荷重、地盤条件と現地の状

況を再度確認したうえで、施工すべきであったと推察される。このような

場合は必要に応じて、事前に追加の調査、検討、対策を行う必要がある。
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事例番号 Ｃ 

工種区分 道路改良工事 

構造物 Ｌ型擁壁 

工法 プレキャスト製品 

採用方法 当初設計 

 

発注者 近畿地方整備局 
対策検討年度 平成 27 年度 
工事場所 兵庫県 
構造規模 延長：L=38.0m、壁高：H=10.0m 
現場条件 本線盛土部の擁壁 
概略図等 

 
 

路面のクラック        擁壁の傾倒 

注意点 当該箇所では、本線盛土部の路面のクラックと擁壁の傾倒が確認され

た。当該箇所は集水地形であり、盛土内への浸透水によって盛土の品質が

低下した可能性があると推察される。このような場所では、プレキャスト

製品や現場打ちにかかわらず、設計段階から排水対策を入念に検討する

とともに、施工段階で明らかになる内容についても、湧水箇所等への追加

対策を検討することが望ましい。 
また、維持管理段階においては、側溝からの溢水による盛土内への浸潤

の可能性や、日常点検、構造物点検において、注意しておく必要がある。
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４．参考図書 

プレキャスト製品を活用するうえでの参考図書を以下に示す。なお、改定等により異なっ

た場合は適宜読み替える。 
参考表 4.1 参考図書 

示方書・指針等 発刊年月 発刊者 

設計便覧（案） 平成 24年 4月 近畿地方整備局 

道路土工－擁壁工指針 平成 24年 9月 （公社）日本道路協会 

道路土工－カルバート指針（平成21年度版） 平成 22年 3月 〃 

道路土工構造物技術基準・同解説 平成 27年 3月 〃 

道路土工－軟弱地盤対策工指針 平成 24年 8月 〃 

道路土工－切土工・斜面安定工指針（平成 21年度版） 平成 21年 6月 〃 

道路土工－盛土工指針（平成 22年度版） 平成 22年 4月 〃 

道路土工－仮設構造物工指針 平成 11年 3月 〃 

道路土工要綱 平成 21年 6月 〃 

防護柵の設置基準・同解説 令和 3年 3月 〃 

土木工事標準設計図集 平成 17年 2月 近畿地方整備局 

国土交通省制定 土木構造物標準設計第 2巻、同解説書 平成 12年 9月 （一社）全日本建設技術協会 

土木構造物設計ガイドライン 

土木構造物設計マニュアル（案）〔土木構造物・橋梁編〕 

土木構造物設計マニュアル（案）に関わる設計・施工の手引

き（案）〔ボックスカルバート・擁壁編〕 

平成 11年 11月 〃 

PC ボックスカルバート道路埋設指針 平成 3年 10月 （一財）国土開発技術センター 

鉄筋コンクリート製プレキャストボックスカルバート道路

埋設指針 
平成 3年 7月 〃 

道路橋示方書・同解説 Ⅳ下部構造編 平成 24年 3月 （公社）日本道路協会 

共同溝設計指針 昭和 61年 3月 〃 

駐車場設計・施工指針同解説 平成 4年 11月 〃 

鋼橋のライフサイクルコスト 平成 12年 12月 （一社）日本橋梁協会 

ミニマムメンテナンス PC 橋の開発に関する共同研究報告書

（Ⅰ） 
平成 13年 3月

土木研究所 

（一社）プレストレスト・コンク

リート建設業協会 

ライフサイクルコストの計画・設計への反映方法 平成 16年 8月
（一社）建設コンサルタンツ協会

近畿支部 

プレキャストコンクリート構造物に適用する機械式鉄筋継

手工法ガイドライン 
平成 31年 1月

道路プレキャストコンクリート工

技術委員会 

ガイドライン検討小委員会 

鉄筋継手工事標準仕様書機械式継手工事（2017 年） 平成 30年 （公社）日本鉄筋継手協会 

鉄筋定着・継手指針（2020 年版） 令和 3年 3月 （公社）土木学会 

プレキャストコンクリートを用いた構造物の構造計画・設

計・製造・施工・維持管理指針（案） 
令和 3年 3月 〃 

接合部を有するプレキャスト・プレストレストコンクリート

構造の設計法研究委員会 報告書 
令和 3年 3月 （公社）日本コンクリート工学会

プレキャストボックスカルバート設計・施工マニュアル 平成 30年 4月 全国ボックスカルバート協会 

国土交通省におけるプレキャスト工法の活用事例集 令和 2年 3月 
国土交通省 

（一社）日本建設連合会 
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